
































































































































1964-1969 50.0% ( 5 ) 30.0% ( 3 ) 10.0% ( 1 ) 10.0% ( 1 ) 100.0% ( 10 )
1970-1974 59.4% ( 19 ) 12.5% ( 4 ) 3.1% ( 1 ) 12.5% ( 4 ) 12.5% ( 4 ) 100.0% ( 32 )
1975-1979 46.4% ( 13 ) 42.9% ( 12 ) 3.6% ( 1 ) 7.1% ( 2 ) 100.0% ( 28 )
1980-1984 40.0% ( 18 ) 40.0% ( 18 ) 8.9% ( 4 ) 4.4% ( 2 ) 6.7% ( 3 ) 100.0% ( 45 )
1985-1989 34.5% ( 19 ) 16.4% ( 9 ) 16.4% ( 9 ) 9.1% ( 5 ) 18.2% ( 10 ) 3.6% ( 2 ) 1.8% ( 1 ) 100.0% ( 55 )
1990-1994 27.9% ( 39 ) 25.0% ( 35 ) 20.7% ( 29 ) 3.6% ( 5 ) 14.3% ( 20 ) 6.4% ( 9 ) 2.1% ( 3 ) 100.0% ( 140 )
1995-1999 14.4% ( 17 ) 27.1% ( 32 ) 22.0% ( 26 ) 8.5% ( 10 ) 16.9% ( 20 ) 3.4% ( 4 ) 7.6% ( 9 ) 100.0% ( 118 )
2000-2004 11.7% ( 25 ) 21.1% ( 45 ) 13.6% ( 29 ) 9.4% ( 20 ) 35.2% ( 75 ) 1.4% ( 3 ) 7.5% ( 16 ) 100.0% ( 213 )
2005-2009 8.4% ( 23 ) 17.9% ( 49 ) 14.3% ( 39 ) 10.6% ( 29 ) 39.6% ( 108 ) 3.3% ( 9 ) 5.9% ( 16 ) 100.0% ( 273 )
2010-2014 6.9% ( 12 ) 26.4% ( 46 ) 17.2% ( 30 ) 13.2% ( 23 ) 27.6% ( 48 ) 5.2% ( 9 ) 3.4% ( 6 ) 100.0% ( 174 )
2015- 6.2% ( 8 ) 31.8% ( 41 ) 11.6% ( 15 ) 12.4% ( 16 ) 25.6% ( 33 ) 5.4% ( 7 ) 7.0% ( 9 ) 100.0% ( 129 )












































1964-1969 20.0% ( 2 ) 20.0% ( 2 ) 20.0% ( 2 ) 10.0% ( 1 ) 10.0% ( 1 ) 10.0% ( 1 ) 10.0% ( 1 ) 100.0% ( 10 )
1970-1974 46.9% ( 15 ) 9.4% ( 3 ) 12.5% ( 4 ) 15.6% ( 5 ) 6.3% ( 2 ) 6.3% ( 2 ) 3.1% ( 1 ) 100.0% ( 32 )
1975-1979 42.9% ( 12 ) 14.3% ( 4 ) 17.9% ( 5 ) 3.6% ( 1 ) 7.1% ( 2 ) 10.7% ( 3 ) 3.6% ( 1 ) 100.0% ( 28 )
1980-1984 35.6% ( 16 ) 15.6% ( 7 ) 11.1% ( 5 ) 20.0% ( 9 ) 6.7% ( 3 ) 8.9% ( 4 ) 2.2% ( 1 ) 100.0% ( 45 )
1985-1989 23.2% ( 13 ) 16.1% ( 9 ) 5.4% ( 3 ) 19.6% ( 11 ) 12.5% ( 7 ) 10.7% ( 6 ) 12.5% ( 7 ) 100.0% ( 56 )
1990-1994 28.3% ( 39 ) 11.6% ( 16 ) 8.0% ( 11 ) 21.7% ( 30 ) 7.2% ( 10 ) 6.5% ( 9 ) 3.6% ( 5 ) 13.0% ( 18 ) 100.0% ( 138 )
1995-1999 32.0% ( 37 ) 15.5% ( 18 ) 2.6% ( 3 ) 12.9% ( 15 ) 4.3% ( 5 ) 8.6% ( 10 ) 3.4% ( 4 ) 19.0% ( 22 ) 1.7% ( 2 ) 100.0% ( 116 )
2000-2004 28.3% ( 60 ) 12.3% ( 26 ) 2.4% ( 5 ) 30.2% ( 64 ) 0.5% ( 1 ) 8.5% ( 18 ) 5.2% ( 11 ) 9.9% ( 21 ) 2.8% ( 6 ) 100.0% ( 212 )
2005-2009 31.6% ( 85 ) 13.4% ( 36 ) 3.0% ( 8 ) 34.9% ( 94 ) 2.2% ( 6 ) 5.2% ( 14 ) 7.1% ( 19 ) 1.5% ( 4 ) 1.1% ( 3 ) 100.0% ( 269 )
2010-2014 31.4% ( 33 ) 9.5% ( 10 ) 1.0% ( 1 ) 49.5% ( 52 ) 2.9% ( 3 ) 3.8% ( 4 ) 1.9% ( 2 ) 100.0% ( 105 )
2015- 43.0% ( 55 ) 10.9% ( 14 ) 0.8% ( 1 ) 42.2% ( 54 ) 2.3% ( 3 ) 0.8% ( 1 ) 100.0% ( 128 )














































　　　　――1990 年代・2000 年代・2010 年代の比較
これまで、超高層建築物からみた東京の都市空間再編の概要と、その超高層建築物の設
計者・施工者の変遷について確認してきた。では、超高層建築物が供給してきた空間機能
1964-1969 90.0% ( 9 ) 10.0% ( 1 ) 10.0% ( 1 ) 100.0% ( 10 )
1970-1974 59.4% ( 19 ) 6.3% ( 2 ) 6.3% ( 2 ) 28.1% ( 9 ) 28.1% ( 9 ) 100.0% ( 32 )
1975-1979 28.0% ( 7 ) 8.0% ( 2 ) 8.0% ( 2 ) 56.0% ( 14 ) 56.0% ( 14 ) 100.0% ( 25 )
1980-1984 44.2% ( 19 ) 7.0% ( 3 ) 4.7% ( 2 ) 44.2% ( 19 ) 44.2% ( 19 ) 100.0% ( 43 )
1985-1989 35.7% ( 20 ) 1.8% ( 1 ) 3.6% ( 2 ) 57.1% ( 32 ) 57.1% ( 32 ) 1.8% ( 1 ) 100.0% ( 56 )
1990-1994 38.0% ( 49 ) 7.8% ( 10 ) 4.7% ( 6 ) 48.8% ( 63 ) 41.9% ( 54 ) 0.8% ( 1 ) 100.0% ( 129 )
1995-1999 24.3% ( 25 ) 4.9% ( 5 ) 7.8% ( 8 ) 60.2% ( 62 ) 55.3% ( 57 ) 2.9% ( 3 ) 100.0% ( 103 )
2000-2004 34.0% ( 69 ) 16.3% ( 33 ) 8.4% ( 17 ) 40.4% ( 82 ) 35.0% ( 71 ) 1.0% ( 2 ) 100.0% ( 203 )
2005-2009 46.9% ( 120 ) 20.3% ( 52 ) 10.2% ( 26 ) 19.9% ( 51 ) 17.6% ( 45 ) 2.7% ( 7 ) 100.0% ( 256 )
2010-2014 61.6% ( 77 ) 20.0% ( 25 ) 11.2% ( 14 ) 6.4% ( 8 ) 4.8% ( 6 ) 0.8% ( 1 ) 100.0% ( 125 )
2015- 57.1% ( 68 ) 22.7% ( 27 ) 6.7% ( 8 ) 11.8% ( 14 ) 8.4% ( 10 ) 1.7% ( 2 ) 100.0% ( 119 )




































組織系建築設計事務所（大手） 7.9% (20) 9.9% (25) 5.6% (14) 1.6% (4) 1.2% (3) 2.4% (6) 0.8% (2) 29.4% (74)
組織系建築設計事務所 2.8% (7) 4.0% (10) 4.0% (10) 0.8% (2) 0.4% (1) 1.2% (3) 0.4% (1) 13.5% (34)
有名建築家設計事務所 2.0% (5) 0.8% (2) 1.6% (4) 0.4% (1) 0.8% (2) 5.6% (14)
ゼネコン等の設計部門 5.2% (13) 3.2% (8) 4.4% (11) 3.6% (9) 0.8% (2) 0.8% (2) 17.9% (45)
不動産会社の設計部門 0.4% (1) 3.6% (9) 1.6% (4) 0.4% (1) 6.0% (15)
建築設計事務所・ゼネコン・不動産等のJV 0.8% (2) 3.2% (8) 1.6% (4) 0.8% (2) 0.4% (1) 0.4% (1) 0.4% (1) 7.5% (19)
中小建築設計事務所・コンサルタント等 0.4% (1) 0.4% (1) 1.2% (3) 1.6% (4) 3.6% (9)
公共団体/UR 2.4% (6) 1.6% (4) 2.8% (7) 8.3% (21) 0.8% (2) 15.9% (40)
その他 0.4% (1) 0.4% (1) 0.8% (2)









組織系建築設計事務所（大手） 5.6% (27) 8.4% (40) 5.0% (24) 1.9% (9) 6.1% (29) 0.8% (4) 2.3% (11) 30.1% (144)
組織系建築設計事務所 0.6% (3) 1.7% (8) 2.1% (10) 1.3% (6) 5.9% (28) 0.4% (2) 1.0% (5) 13.0% (62)
有名建築家設計事務所 0.2% (1) 0.2% (1) 0.6% (3) 0.4% (2) 0.4% (2) 0.2% (1) 0.4% (2) 2.5% (12)
ゼネコン等の設計部門 1.3% (6) 5.4% (26) 4.0% (19) 3.3% (16) 18.0% (86) 0.2% (1) 0.8% (4) 33.1% (158)
不動産会社の設計部門 0.4% (2) 0.2% (1) 0.2% (1) 0.6% (3) 1.5% (7)
建築設計事務所・ゼネコン・不動産等のJV 1.3% (6) 2.3% (11) 0.6% (3) 0.8% (4) 1.0% (5) 0.4% (2) 0.2% (1) 6.7% (32)
中小建築設計事務所・コンサルタント等 0.6% (3) 1.3% (6) 0.6% (3) 3.3% (16) 0.2% (1) 6.1% (29)
公共団体/UR 0.2% (1) 0.6% (3) 0.2% (1) 1.7% (8) 2.3% (11) 0.2% (1) 5.2% (25)
その他 0.2% (1) 0.2% (1) 1.5% (7) 1.9% (9)









組織系建築設計事務所（大手） 3.4% (8) 16.8% (39) 6.0% (14) 2.6% (6) 4.3% (10) 1.7% (4) 2.6% (6) 37.5% (87)
組織系建築設計事務所 1.7% (4) 3.0% (7) 1.3% (3) 2.6% (6) 0.9% (2) 0.9% (2) 10.3% (24)
有名建築家設計事務所 0.9% (2) 0.9% (2)
ゼネコン等の設計部門 1.7% (4) 7.3% (17) 3.0% (7) 7.8% (18) 20.7% (48) 3.0% (7) 2.2% (5) 45.7% (106)
不動産会社の設計部門 0.9% (2) 0.4% (1) 1.3% (3)
建築設計事務所・ゼネコン・不動産等のJV 0.9% (2) 0.4% (1) 0.4% (1) 1.7% (4)
中小建築設計事務所・コンサルタント等 0.4% (1) 1.3% (3) 0.4% (1) 2.2% (5)
公共団体/UR
その他 0.4% (1) 0.4% (1)









































































組織系建築設計事務所（大手） 6.6% (15) 1.3% (3) 1.8% (4) 20.3% (46) 1.3% (3) 31.3% (71)
組織系建築設計事務所 4.4% (10) 0.4% (1) 1.3% (3) 6.6% (15) 12.8% (29)
有名建築家設計事務所 2.6% (6) 0.4% (1) 0.9% (2) 2.2% (5) 6.2% (14)
ゼネコン等の設計部門 12.3% (28) 2.6% (6) 0.9% (2) 3.5% (8) 19.4% (44)
不動産会社の設計部門 0.9% (2) 0.4% (1) 3.5% (8) 0.4% (1) 5.3% (12)
建築設計事務所・ゼネコン・不動産等のJV 3.1% (7) 0.9% (2) 4.0% (9) 7.9% (18)
中小建築設計事務所・コンサルタント等 0.4% (1) 0.9% (2) 0.9% (2) 2.2% (5)
公共団体/UR 0.9% (2) 13.7% (31) 14.5% (33)
その他 0.4% (1) 0.4% (1)







組織系建築設計事務所（大手） 11.2% (51) 2.4% (11) 2.4% (11) 13.2% (60) 0.4% (2) 29.7% (135)
組織系建築設計事務所 4.8% (22) 2.6% (12) 1.1% (5) 3.1% (14) 0.7% (3) 12.3% (56)
有名建築家設計事務所 0.9% (4) 0.7% (3) 0.2% (1) 1.1% (5) 2.9% (13)
ゼネコン等の設計部門 18.9% (86) 8.4% (38) 2.9% (13) 3.7% (17) 0.2% (1) 34.1% (155)
不動産会社の設計部門 0.2% (1) 0.2% (1) 0.7% (3) 0.2% (1) 1.3% (6)
建築設計事務所・ゼネコン・不動産等のJV 2.4% (11) 1.3% (6) 0.7% (3) 2.6% (12) 7.0% (32)
中小建築設計事務所・コンサルタント等 1.1% (5) 2.4% (11) 1.5% (7) 0.7% (3) 0.2% (1) 5.9% (27)
公共団体/UR 0.4% (2) 0.2% (1) 0.4% (2) 3.7% (17) 0.2%(1) 5.1% (23)
その他 0.7% (3) 0.4% (2) 0.4% (2) 1.5% (7)







組織系建築設計事務所（大手） 22.9% (49) 7.0% (15) 1.4% (3) 6.5% (14) 0.5% (1) 38.3% (82)
組織系建築設計事務所 4.7% (10) 1.9% (4) 2.8% (6) 9.3% (20)
有名建築家設計事務所 0.9% (2) 0.9% (2)
ゼネコン等の設計部門 29.0% (62) 13.6% (29) 2.3% (5) 0.9% (2) 0.9% (2) 46.7% (100)
不動産会社の設計部門 0.9% (2) 0.9% (2)
建築設計事務所・ゼネコン・不動産等のJV 0.9% (2) 0.9% (2)
中小建築設計事務所・コンサルタント等 1.9% (4) 0.5% (1) 2.3% (5)
公共団体/UR
その他 0.5% (1) 0.5% (1)






































































































年報 2016 年版』掲載の超高層建築物リストにおける超高層建築物も、同様に、高さ 60m以上の建築
物を指す。
 2 　都市の政治経済学とは、構造主義的マルクス主義の影響のもと、都市を資本制の矛盾が先鋭的に現れ
る場として分析する新都市社会学とその系譜上に位置づく諸研究をさす。
 3 　「ネオリベラル化する都市」論の東京への応用を試みたものとしては、丸山（2010）および上野（2010）
を参照。
 4 　2000 年代に日本の大都市で進んだ変化をふまえたものとしては、園部（2014）、また鰺坂学らによる
「都心回帰」に関する一連の実証研究（鰺坂 2015; 鰺坂ほか 2014）を参照。1990 年代の東京を対象と
した研究としては園部（2001）を参照。
 5 　再開発プロジェクトの多くにおいて超高層建築物の建設が選択されるのも、限られた敷地面積から大
量の床面積を生み出す超高層建築物が、こうした収益の最大化の論理に適合的だからでもある。
 6 　町村（2017）は、この「都市開発の金融化」を下支えしたものとして、都市再生政策のもとでの一連
の規制緩和があったことを指摘する。都市再生政策が民間事業者の開発コストを低減する制度的環境
をいかに整えてきたかについては、平山（2006）、五十嵐・小川（2003）を参照。
 7 　都市空間の生産過程に携わる設計者・施工者に着目した分析が、これまでになかったわけではない。
たとえば、バブル期東京の都市空間再編を研究した町村（1994）では、超高層建築物の建設を含む大
規模再開発プロジェクトの空間的分布や竣工前後での用途転換、総合設計をはじめとする各種制度の
適用状況とあわせて、そのプロセスに携わった建築主・設計者・施工者の構成が分析されている。そ
れによると、1980 年代以降の東京の都市空間再編は、近代化過程で編成された「モダン東京」が複
合化した事務所空間に代表されるフレクシブルな建造環境へと再編されていくプロセスとして整理さ
れ、各種の不動産業者がそのプロセスを担うアクターとして重要であったことが指摘される（町村 
1994: 177）。これらの再開発プロジェクトにおける設計・監理と施工の過程では、専門の設計事務所
と大手ゼネコンが主要なアクターあったことが指摘されるが（町村 1994: 177-178）、しかし、ここで
は設計者・施工者の分析にはあまり重点がおかれていない。
 8 　超高層建築物からみた 2000 年代東京の都市空間再編について、既に筆者は論じたことがある（丸山・
植田 2006; 植田 2011）。本節では、その後に整備した 2010 年代についてのデータもふまえて、その動
向を再確認する。
 9 　表２、および、後に掲載する表４〜表９における「組織系建築設計事務所（大手）」とは、設計・監
理を担う相対的に規模の大きな専門的建築設計事務所のうち、資本金が１億円以上の事務所であり、
たとえば日建設計や三菱地所設計などが含まれる。「組織系建築設計事務所」とは、同様に専門的建
築設計事務所のうち資本金が１億円よりも小さい事務所であり、たとえばUG都市建築、アール・アイ・
エー、梓設計などが含まれる。また、「有名建築家設計事務所」には、丹下都市建築設計、前川建築
設計事務所、黒川紀章建築都市設計事務所、菊竹清訓建築設計事務所、槙総合計画事務所、坂倉建築
― 63 ―
2000年代東京における都市空間再編の「実行者」
付記：本稿は 2015 年度愛知大学研究助成（研究種目：個人研究B，助成番号：C-183，研
究代表者：植田剛史）による研究成果の一部である。
研究所などが含まれる。
10　表３、および、後に掲載する表７〜表９における「ゼネコン大手（トップ５社）」とは、鹿島建設、
清水建設、大成建設、大林組、竹中工務店の５社を指し、「ゼネコン大手」には長谷工コーポレーショ
ン、戸田建設、五洋建設、前田建設工業、安藤・間、三井住友建設、フジタが、「ゼネコン中堅」には、
東急建設、西松建設、熊谷組、奥村組、錢高組などが含まれる。
11　表４〜表６、および後に掲載する表７〜表９では、いずれも不明分・未定分を分析から除いてある。
そのため、表４と表７、表５と表８、表６と表９において、「全体」の実数は必ずしも一致しない。
12　ただし複合化したオフィスビルについても、空間デザインや用途の組み合わせからテナント構成に至
るまでのパターン化の度合いには幅があることが想定され、さらなる分析には、より詳細な分類が求
められる。
13　1959 年の建設省事務次官通達「土木事業に係る建設業務などを委託する場合の契約方式について」に
おいて、「設計業務の受託者には、原則として、当該設計にかかわる入札に参加させ、又は当該工事
を請け負わせてはならないものとする」とされた。
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